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その他の収益

預金利息

一般会計からの補
助金

長 期 前 受 金
戻 入

長期前受金の戻入

広告料、損害塡補
金等

固 定 資 産
売 却 益

固定資産の売却益

運 輸 収 益

そ の 他 収 益

受取利息及び
配 当 金

補 助 金

運賃及び特別乗車
料繰入金

運 輸 雑 収

備　　　　考

千円

款 項

自 動 車
事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

収 入

目 予 　定　 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

平成 年度大阪市自動車運送事業会計予算実施計画
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企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

建物施設の保存に
要する経費

諸施設の減価償却
に要する経費

運 輸 管 理 費

自動車重量税

研修・人材育成に
要する経費

減 価 償 却 費

営業車及び業務用
自動車に係る重量
税

一般管理に要する
経費

建 物 保 存 費

車両施設の保存に
要する経費

運輸管理に要する
経費

運転に要する燃料
費及びその他の経
費

款 備　　　　考

千円
自 動 車
事 業 費 用

項

支 出

目 予 　定　 額

運 転 費

電 路 保 存 費

研 修 費

車 両 保 存 費

一 般 管 理 費

雑 支 出

企業債発行差金の
償却費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

電路施設の保存に
要する経費

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

繰延勘定償却

固定資産の除却費
等

予 備 費

その他雑支出

特 別 損 失

納付税額
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

予 備 費

そ の 他
特 別 損 失
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企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

建物施設の保存に
要する経費

諸施設の減価償却
に要する経費

運 輸 管 理 費

自動車重量税

研修・人材育成に
要する経費

減 価 償 却 費

営業車及び業務用
自動車に係る重量
税

一般管理に要する
経費

建 物 保 存 費

車両施設の保存に
要する経費

運輸管理に要する
経費

運転に要する燃料
費及びその他の経
費

款 備　　　　考

千円
自 動 車
事 業 費 用

項

支 出

目 予 　定　 額

運 転 費

電 路 保 存 費

研 修 費

車 両 保 存 費

一 般 管 理 費

雑 支 出

企業債発行差金の
償却費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

電路施設の保存に
要する経費

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

繰延勘定償却

固定資産の除却費
等

予 備 費

その他雑支出

特 別 損 失

納付税額
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

予 備 費

そ の 他
特 別 損 失

車両機器更新等の
建設改良費

建 設 改 良 費

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

建 設 改 良 費

計

固定資産の売却代

リース債務の支払
額

リ ー ス 債 務
支 払 額

企業債の元金償還
金

企業債償還金

リース債務の支払
額

リ ー ス 債 務
支 払 額

支 出

目 予 　定　 額 備　　　　考

千円

款

千円

項

自 動 車
事 業 収 入

備　　　　考目 予 　定　 額

資本的収入及び支出

収 入

企業債償還金

建 設 改 良 費

款 項

共 用 施 設 費

自動車事業費
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資金期末残高

　財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額） △

資金期首残高

　リース債務の返済による支出 △

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

　一時借入金の返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー

　一時借入れによる収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の売却による収入

　有形固定資産の取得による支出 △

　その他

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額 △

　小計

　その他 △

　有形固定資産売却損益（△は益） △

　支払利息

　長期前受金戻入額 △

△

　退職給付引当金の増減額（△は減少） △

当 年 度 予 定 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

　受取利息及び受取配当金

区　　　　　　　 　　  　　分

（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

千円

　当年度純損失（△） △

　減価償却費

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　有形固定資産除却費

平成28年度大阪市自動車運送事業予定キャッシュ・フロー計算書

　未払金の増減額（△は減少）

　その他流動負債の増減額（△は減少）

　繰延勘定償却

　業務活動によるキャッシュ・フロー



資金期末残高

　財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額） △

資金期首残高

　リース債務の返済による支出 △

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

　一時借入金の返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー

　一時借入れによる収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の売却による収入

　有形固定資産の取得による支出 △

　その他

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額 △

　小計

　その他 △

　有形固定資産売却損益（△は益） △

　支払利息

　長期前受金戻入額 △

△

　退職給付引当金の増減額（△は減少） △

当 年 度 予 定 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

　受取利息及び受取配当金

区　　　　　　　 　　  　　分

（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

千円

　当年度純損失（△） △

　減価償却費

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　有形固定資産除却費

平成28年度大阪市自動車運送事業予定キャッシュ・フロー計算書

　未払金の増減額（△は減少）

　その他流動負債の増減額（△は減少）

　繰延勘定償却

　業務活動によるキャッシュ・フロー
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 与　　　　　　　   費
共 済 費 災 害 補 償 費 合 計

職 員 手 当 計

明 細 書

千円 千円 千円千円 千円

△ △

住 居 手 当

△ △

千円 千円 千円 千円

超 過 勤 務 及 び
深 夜 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

退 職 手 当

千円

△ △△

(1)　総　　括

前 年 度

本 年 度

区              分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当

千円 千円 千円

管 理 職 手 当

給

給 与 費

△△

 職       員       数

給 料
人 人 千円

特 別 職 一 般 職

比 較 △ △ △

職員手当 本年度

比              較

の 内 訳 前年度

千円
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 与　　　　　　　   費
共 済 費 災 害 補 償 費 合 計

職 員 手 当 計

明 細 書

千円 千円 千円千円 千円

△ △

住 居 手 当

△ △

千円 千円 千円 千円

超 過 勤 務 及 び
深 夜 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

退 職 手 当

千円

△ △△

(1)　総　　括

前 年 度

本 年 度

区              分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当

千円 千円 千円

管 理 職 手 当

給

給 与 費

△△

 職       員       数

給 料
人 人 千円

特 別 職 一 般 職

比 較 △ △ △

職員手当 本年度

比              較

の 内 訳 前年度

千円
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説 明

千円千円

増 減 事 由 別 内 訳

給 料 △ 昇給に伴う増加

)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

職員手当 △ 退職手当の減少

分

その他の増減分

分

553人

8人△

その他の増減分

△

△

予算計上人員

退職給付引当金繰入額の減

545人本年度 

前年度 

増　減 
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大 学 卒

高 校 卒
円 円

イ　初　任　給

一般会計の制度
区　　分 自 動 車 運 転 手 技 工 員

行 政 職
事務・技術職員

円 (21歳) 円

月歳歳 月

)　給料及び職員手当の状況

ア　職員 人当たり給料

年 月 日

指定職員
企業職員

給料表

人 人

平 均 年 齢

企 業 職 員 給 料 表

職 員 数

平 均 給 料 月 額

職 員 数

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

区                  分

現 在

現 在

技 工 員運 転 手事務・技術職員

年 月 日

人

円 円 円

円

歳 月

歳 月 歳 月

人

歳 月

円

人人

円

説 明

千円千円

増 減 事 由 別 内 訳

給 料 △ 昇給に伴う増加

)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

職員手当 △ 退職手当の減少

分

その他の増減分

分

553人

8人△

その他の増減分

△

△

予算計上人員

退職給付引当金繰入額の減

545人本年度 

前年度 

増　減 
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構成比(％) 級 職員数(人)

ウ　級別職員数

区　　　　　分
指  定  職 企  業  職 (1) 企  業  職 (2)

構成比(％)級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人)

4　級

27年10月1日現在

1　級

計

4　級 3　級

3　級

2　級 2　級

3　級 2　級

区 分

(級別の標準的な職務内容)

計 計

4　級

1　級

3　級

企 業 職 係　員

区 分

企 業 職

2　級

係　員

3　級

区 分 4　級 3　級 2　級 1　級

2　級 1　級

指 定 職 部 長 課 長 担当係長課長代理

支給率計

年勤続 年勤続 35年勤続
の者 の者 の者

職制上の段階、職務の級
等による加算措置

有

(月分)

有

有

最高限度

比 較

一般会計の制度

前 年 度

同 じ通 勤 手 当

一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

同 じ

異 な る

同 じ住 居 手 当

地 域 手 当

扶 養 手 当

15％　(一般会計　16％)

区 分

 エ　期末手当・勤勉手当

月(月分)月(月分)

本 年 度

区 分
支給期別支給率

(月分) (月分) (月分)

(注) (　) 内は、再任用職員の標準的な支給率である。

 オ　定年退職に係る退職手当

区 分

 カ　その他の手当

支 給 率

(月分)

一般会計の制度

支 給 率
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構成比(％) 級 職員数(人)

ウ　級別職員数

区　　　　　分
指  定  職 企  業  職 (1) 企  業  職 (2)

構成比(％)級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人)

4　級

27年10月1日現在

1　級

計

4　級 3　級

3　級

2　級 2　級

3　級 2　級

区 分

(級別の標準的な職務内容)

計 計

4　級

1　級

3　級

企 業 職 係　員

区 分

企 業 職

2　級

係　員

3　級

区 分 4　級 3　級 2　級 1　級

2　級 1　級

指 定 職 部 長 課 長 担当係長課長代理

支給率計

年勤続 年勤続 35年勤続
の者 の者 の者

職制上の段階、職務の級
等による加算措置

有

(月分)

有

有

最高限度

比 較

一般会計の制度

前 年 度

同 じ通 勤 手 当

一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

同 じ

異 な る

同 じ住 居 手 当

地 域 手 当

扶 養 手 当

15％　(一般会計　16％)

区 分

 エ　期末手当・勤勉手当

月(月分)月(月分)

本 年 度

区 分
支給期別支給率

(月分) (月分) (月分)

(注) (　) 内は、再任用職員の標準的な支給率である。

 オ　定年退職に係る退職手当

区 分

 カ　その他の手当

支 給 率

(月分)

一般会計の制度

支 給 率
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千円 千円

営 業 所 管 理 シ ス テ ム 等 更 新 － －

合　　　　　　　　　　計

自 動 車 建 設 事 業

（新規提出分）

事　　　　　　　　　　項 限　 度 　額

年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

期 間 金 額

債 務 負 担 行 為
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年 度

千円 千円千円 千円

そ の 他

に 関 す る 調 書

年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 企 業 債 補 助 金

千円 千円

営 業 所 管 理 シ ス テ ム 等 更 新 － －

合　　　　　　　　　　計

自 動 車 建 設 事 業

（新規提出分）

事　　　　　　　　　　項 限　 度 　額

年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

期 間 金 額

債 務 負 担 行 為
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平成 年度大阪市自動車運送事業予定損益計算書

費　　　　　用 金　　　　　額 収　　　　　益 金　　　　　額

千円 千円

営 業 費 用 営 業 収 益

営 業 損 失

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

予 備 費

経 常 損 失

特 別 損 失 特 別 利 益

当 年 度 純 損 失

計 計

583,113,000円

79,601,400,506円

80,184,513,506円

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

自 平 成 年 月 日

至 平 成 年 月 日
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平成 年度大阪市自動車運送事業予定損益計算書

費　　　　　用 金　　　　　額 収　　　　　益 金　　　　　額

千円 千円

営 業 費 用 営 業 収 益

営 業 損 失

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

予 備 費

経 常 損 失

特 別 損 失 特 別 利 益

当 年 度 純 損 失

計 計

583,113,000円

79,601,400,506円

80,184,513,506円

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

自 平 成 年 月 日

至 平 成 年 月 日

円 円

固 定 資 産 固 定 負 債

平成28年度大阪市自動車運送事業予定貸借対照表

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

平 成 年 月 日

共 用 分 担 額 リ ー ス 債 務

建 設 仮 勘 定 引 当 金

自 動 車 企 業 債

その他固定資産 借 入 金

現 金 ・ 預 金 他 会 計 借 入 金

自 動 車 流 動 負 債

減 価 償 却
累 計 額 等

△ 一 時 借 入 金

未 収 金 リ ー ス 債 務

貯 蔵 品 未 払 金

流 動 資 産 企 業 債

前 払 費 用 未 払 費 用

その他流動資産 前 受 金

繰 延 勘 定 引 当 金

企業債発行差金 その他流動負債

資 本 金

剰 余 金 △

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △

計 計

欠 損 金 △

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

△
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至 平 成 年 月 日

平成 年度大阪市自動車運送事業予定損益計算書

自 平 成 年 月 日

費　　　　　用 金　　　　　額 収　　　　　益 金　　　　　額

千円 千円

営 業 費 用 営 業 収 益

営 業 利 益

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

特 別 損 失 特 別 利 益

経 常 利 益

計 計

当 年 度 純 利 益

1,023,354,000円

80,624,754,506円

79,601,400,506円

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

平 成 年 月 日

平成27年度大阪市自動車運送事業予定貸借対照表

金　　　　額 科　　　　目

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額

△ 一 時 借 入 金

円

リ ー ス 債 務

借 入 金

企 業 債

固 定 資 産 固 定 負 債

自 動 車 企 業 債

△

その他流動資産

繰 延 勘 定

企業債発行差金

収 益 化 累 計 額

資 本 金

剰 余 金

流 動 資 産

減 価 償 却
累 計 額 等

未 払 費 用

前 受 金

その他流動負債

前 払 費 用

△

計 計

円

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

その他固定資産

共 用 分 担 額

建 設 仮 勘 定

自 動 車

△

引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

リ ー ス 債 務

欠 損 金

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

△

他 会 計 借 入 金
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平 成 年 月 日

平成27年度大阪市自動車運送事業予定貸借対照表

金　　　　額 科　　　　目

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額

△ 一 時 借 入 金

円

リ ー ス 債 務

借 入 金

企 業 債

固 定 資 産 固 定 負 債

自 動 車 企 業 債

△

その他流動資産

繰 延 勘 定

企業債発行差金

収 益 化 累 計 額

資 本 金

剰 余 金

流 動 資 産

減 価 償 却
累 計 額 等

未 払 費 用

前 受 金

その他流動負債

前 払 費 用

△

計 計

円

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

その他固定資産

共 用 分 担 額

建 設 仮 勘 定

自 動 車

△

引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

リ ー ス 債 務

欠 損 金

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

△

他 会 計 借 入 金
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固定資産の減価償却の方法

1．有形固定資産(リース資産を除く)

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

会計書類に関する注記

1．重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

　   ソフトウェア 　　5年

　   車両

　   機械装置

　   工具、器具及び備品

　　5年

し、取替資産については取替法)

2．無形固定資産

   減価償却の方法
　   定額法

   主な耐用年数

～17年

～15年

3．リース資産

   減価償却の方法

   貯蔵品
　   移動平均法による原価法

　   構築物

～65年

～30年

～45年

　   建物

　   電路設備

   主な耐用年数

   減価償却の方法

主として定率法、平成10年 月 日以降に取得した建物の一部は定額法(但

引当金の計上方法

1．退職給付引当金

 する金額を計上している。
　 職員の退職手当の支給に備えるため、各年度の退職手当の期末要支給額に相当

　   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

1．消費税等の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　 職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、各年度末における支給見込額に
 基づき、各年度の負担に属する額（12月から 月までの か月分）を計上してい
 る。

2．賞与引当金
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固定資産の減価償却の方法

1．有形固定資産(リース資産を除く)

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

会計書類に関する注記

1．重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

　   ソフトウェア 　　5年

　   車両

　   機械装置

　   工具、器具及び備品

　　5年

し、取替資産については取替法)

2．無形固定資産

   減価償却の方法
　   定額法

   主な耐用年数

～17年

～15年

3．リース資産

   減価償却の方法

   貯蔵品
　   移動平均法による原価法

　   構築物

～65年

～30年

～45年

　   建物

　   電路設備

   主な耐用年数

   減価償却の方法

主として定率法、平成10年 月 日以降に取得した建物の一部は定額法(但

引当金の計上方法

1．退職給付引当金

 する金額を計上している。
　 職員の退職手当の支給に備えるため、各年度の退職手当の期末要支給額に相当

　   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

1．消費税等の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　 職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、各年度末における支給見込額に
 基づき、各年度の負担に属する額（12月から 月までの か月分）を計上してい
 る。

2．賞与引当金

4．その他

退職給付引当金の取崩し

当金446,437千円を使用する。
平成27年度において、退職手当として446,437千円を支給するため、退職給付引

平成28年度において、退職手当として642,565千円を支給するため、退職給付引
当金642,565千円を使用する。

長期継続契約に係るリース債務

うち、地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。
通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

380,288千円である。

リース取引開始日が平成26年 月31日以前のリース取引については、引き続き通

3．リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

売買取引に準じた会計処理によっている。

貸借取引に準じた会計処理によっている。

リース資産に係る経過措置

重要な非資金取引

　 リース料総額が 百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の

リース料総額が 百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃

2．予定キャッシュ・フロー計算書

新たに計上するファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ

千円 千円

千円 千円

千円 千円

  １年内

  １年超

    計

平成27年度     平成28年度

(平成28年 月31日) (平成29年 月31日)

千円 千円

千円 千円

千円 千円

  長期リース債務

        計

  短期リース債務

平成27年度     平成28年度

(平成28年 月31日) (平成29年 月31日)


